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地域課題の解決に向けた地域循環共生圏パートナーシップ基盤強化事業

事業イメージ

請負事業

複合的な要素が絡み合う地域課題の解決のためには、環境分野の関係者

のみならず多種多様な関係者と協調した取組と、地域ニーズに即した政策の

実施が不可欠です。

このため、地域社会と連携しながら環境政策を推進する地方環境事務所

と地元産業界とのパートナーシップを強化します。

① 新たに金融機関・企業も交えて協働体制を構築するため、地元産業界に

ネットワークをもつ者を橋渡し役に任命。

② 橋渡し役は、金融や企業の視点で地域循環共生圏の情報を収集・発信。

③ 地域の金融機関、経済団体等を集めた情報交換会等を開催。

④ 地域循環共生圏創造の基盤となる企業・金融機関とのパートナーシップ

の形成を促進。

・第五次環境基本計画に掲げられた環境・経済・社会の統合的向上の実現には多様な主体との協働が重要。

・地銀関係者など地元産業界にネットワークをもつ者を、各地方環境事務所の取組と産業界をつなぐ橋渡し役に任命し、

これまで手薄だった企業・金融機関とのパートナーシップを強化します。

・橋渡し役は、金融や企業の視点から地域循環共生圏の情報を収集・発信するとともに、情報交換会を定期的に開催す

ることで、民間活力の発揮を促し各地域で自立的にサステナブルな事業活動が展開することを目指します。

地域循環共生圏に関する情報を発信し、地域金融や経済団体を含めたパートナーシップを強化します。

【令和２年度要求額 130百万円（新規）】

民間事業者・団体／非営利団体

環境省大臣官房総合政策課民間活動支援室 電話：03-3406-5181
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